
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

          「大綱」より 
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 六月議会に市長提案で「第四次湖南市行政改革大綱」(案)が提出されました。「新たな行

政改革の取り組みとして『地域力・デジタル化・経営力の向上をめざして』～新たな時代に

即した行政改革の推進～を基本理念とし、課題を先送りすることなく、次世代に過度の負担

が残ることがないよう改革を実行」とあります。今回の提案が本当に市民にとって納得のい

くものかが問われてきます。 
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34.4% 

15.5 千人 

 

54% 

24.4 千人 

 

11.6% 

5.2 千人 

出典: 日本の地域別将来推計人口(国立社会保障・人口問題研究所 2018 年推計) 

湖南市は平成 18年に国が求めてきた公務員の削

減を目的とした「湖南市集中改革プラン」を策定、

平成 19年から 5年計画で第一次湖南市行政改革大

綱を策定してきました。第二次湖南市行政改革大

綱は平成 23 年、第三次湖南市行政改革大綱は平成

28 年から実施されてきました。 

第一次では行動計画、事務事業の見直しなどで

総額削減効果額は 2 億 8.000 万円。第二次では総

削減効果額は 2 億 6.000 万円とされています。指

定管理制度の積極的活用、有料広告掲載による増

収とされています。 

集中改革プランは湖南市の正規職員を毎回の行

政改革大綱で減らされてきました。平成 18 年度決

算では正規職員が 497 人でした。平成 28 年決算で

は 440 人に減らされ、令和 3 年では、406 人にま

で減らされています。人件費では平成 18 年と平成

28 年を比較しますと、2 億 8.000 万円も減額とな

っています。 

 

 

 

共産党は、全ての行政改革に反対するものでは

ありません。しかし、地方自治の本来の役割であ

る住民福祉の向上と言う観点から見て、正規職員

を減らす事は多様化する市民ニーズに対応できる

とは思えません。まちづくりセンターでの窓口業

務の廃止などは市民の願いに逆行するものです。 



 
 
 
 
 


